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災害時の混雑情報を考慮した避難所決定手法の提案
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概要：地震などの突発的災害発生時において，被災者による自主的な安全確保や情報収集は重要な防災・
減災対策の一つである．現状，災害時の避難誘導は，現在地から最寄りの避難所へと誘導するものが一般
的であり，被災者の迅速かつ的確な避難行動が重要である．しかしながら，京都のような人口密度の高い
観光地では，多くの人々が一斉に避難を開始するため，避難経路の混雑や避難所の収容数超過を招き，結
果として被災者の避難行動が遅れてしまうという問題が発生する．本論文では，このような問題を解決す
るため，観光地や大都市など多くの人々が活動している混雑地域を対象とし，全ての被災者の避難にかか
る所要時間の総和を最小化することを目的とした新たな避難所決定手法を提案する．具体的には，避難所
の収容数を考慮するために複数ナップサック問題を解き，避難先を決定する．その後，シミュレーション
により経路上での混雑を再現することで，混雑を考慮した避難時間を推定する．最後に,推定結果から全て
の被災者の避難時間の総和を小さくするような避難先の再決定を行う．シミュレーションを繰り返し実行
することで準最適解を得る．本稿では，京都の祇園祭を想定したマップに一般的な一般的な避難所決定手
法を適応した場合と，本提案手法を適応した場合とを比較する．提案手法を用いた結果は，最短経路選択
やランダム選択の結果と比べると避難時間の最大値や平均避難時間を減少できることがわかった．

Kazuhito Umeki1,a) Yugo Nakamura1,2 Manato Fujimoto1 Teruhiro Mizumoto1

Suwa Hirohiko1 Yutaka Arakawa1,3 Keiichi Yasumoto1,b)

1. はじめに

近年，日本各地において，地震等の突発的大規模災害が

頻発しており，それに伴う建物の倒壊や火災によって，多

数の人命が失われている．このような災害に対して，地震

に強い建物づくりや災害時の救急マニュアルの作成，各市

町村が提供するハザードマップなど，様々な減災・防災対

策が講じられている．その中でも，一次災害発生後の人的

被害を抑えるための防災対策として，自治体が主導する企

業・住民参加型の避難訓練や災害に強い街づくりに向けた

取り組みが各地で推し進められている [1]．特に，人的被害

を抑えるには，的確な避難誘導によって，被災者が迅速に

避難できる環境を整備することが重要である．

大規模災害時には，被害の中心地 (地震の震源地等)だけ

でなく，被災地から距離が離れた場所においても，適切な
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避難誘導が求められる．例えば，東日本大震災の際には，

震源地である宮城県から遠く離れた首都圏にも関わらず，

交通インフラに障害が生じ，約 400万もの人々が自宅など

に帰ることのできない帰宅困難者となった [2]．現状の避難

誘導は，多数の帰宅困難者が発生した場合，警備員等の指

示により被災者を最寄りの指定避難所へと誘導することが

一般的となっている．しかしながら，東京や京都，大阪の

ような人口密度の高い都市や，数多くの観光客が特定エリ

アに集中する主要な観光地等を想定した場合，多くの人々

が一斉に避難を開始することで，予期せぬ非常に大きな混

雑が各地点で発生し，その影響により避難完了時間の大幅

な遅延が予想される．たとえ混雑を回避して避難所にたど

り着いたとしても，既に誘導された避難所の収容数が大幅

に超えていることから，避難所への入所が拒否され，再び

異なる避難所に移動しなければならないなど，避難所のた

らい回し状態に陥る可能性もある．

以上の点を考慮すると，大規模災害時において被災者の

避難誘導計画を立てる際には，災害による直接的な被害に

加えて，人の行動によって引き起こされる人災も考慮する

必要がある．避難時間の長さが二次災害の危険に直結する
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大規模災害において，避難時間短縮のために時々刻々と変

化する混雑情報を考慮した最適な避難誘導が求められてい

る．上記のように，被災の中心地から離れていた場所にお

ける避難誘導にも解決すべき重要な課題が存在している．

しかし，被災中心地を対象にした研究は数多く行われてい

るが [3], [4], [5], [6]，被害の中心地から少し離れた場所を

避難誘導の対象地として設定している研究は数少ない．

近年，混雑情報を提供するサービスや，様々な IoT

機器を使った混雑度計測方法が複数提案されてい

る [7], [8], [9], [10]．これらの手法によって，人の移動に伴

う各所の混雑およびその変化が把握できるようになり，将

来的には災害時においても各所の混雑度がリアルタイムに

取得できるようになることが期待されている．一方，IBM

は人工知能Watsonを使い，京都の祇園祭終了後の人々の

移動を，気象の変化なども考慮したシミュレーションによ

り先読みすることで，バスの増便数の決定などに役立てる

取り組みを行っている．近い将来，平常時や災害時におい

ても将来発生するであろう各所での混雑度を予測できれ

ば，経路誘導の効率化に利用できる可能性がある．

本研究では，混雑地域で発生した大規模災害を想定し，

避難所の収容数および各所での混雑度予測に基づいた避難

所決定手法を提案する．提案手法では，災害発生時におけ

る各所での混雑度情報が取得可能であると想定し，全ての

被災者の避難完了までの時間の総和を最小化することを目

的に，各被災者に対して，避難所と経路を提示する．各避

難所の収容数と，混雑度から取得可能な各エリアの人の数，

各エリアから避難所への距離などを考慮し，複数ナップ

サック問題 [11]を解くことで、各被災者に対する避難所・

経路を決定する．災害時には人が一斉に避難行動を始める

ため，災害発生直後の混雑度を考慮したとしても，指示さ

れた避難所・経路に沿った人々の移動によって新たな混雑

が発生する可能性がある．この問題に対処するため，人々

が指定された避難所に指定経路で移動する様子と，移動に

よって起こる新たな混雑をシミュレーションで再現するこ

とで，各被災者の避難完了時間を予測し，全ての被災者の

避難完了時間の総和が小さくなるように避難所・経路を変

更する．予測結果の被災者の避難完了時間の総和が最小に

なるまで繰り返すことで，被災者にとって最適な避難所を

決定する．本稿では，京都の祇園祭を想定したマップにて

シミュレーションを行い，一般的な避難所決定手法である

ランダム選択，最短経路選択を適応した場合と，本提案手

法を適応した場合とを比較し，提案手法の評価を行った．．

提案手法を用いた結果は，最短経路選択やランダム選択の

結果と比べると避難時間の最大値や平均避難時間を減少で

きることがわかった．

2. 関連研究

我が国では，地震や洪水など予期せぬ様々な自然災害が

発生することから，建物の耐震化やスーパー堤防の整備な

どの多種多様な災害対策が行われている．我々が対象とす

る災害時の避難行動に関連する対策として，災害発生時の

避難所の場所や被害予測などを表示するハザードマップが

国土交通省や各地方自治体で制作・配布されている [12]．

また，被害情報を収集し，被害情報をリアルタイムに GIS

上に表示するもの [13] や，シミュレーションによる災害

の被害予測を可視化するもの [14]といった既存のハザー

ドマップを拡張したシステムなども開発されている．しか

し，ハザードマップを使用した場合，避難所の場所や被害

予測情報を確認することはできるが，避難所や道路の混雑

状況の把握や移動時間などの見積もりは困難なため，避難

所や避難経路の決定は被災者の感覚で決める必要がある．

そのため，周辺の住民が一斉避難を開始した場合に，道路

の渋滞や避難所のたらい回しなどに巻き込まれる可能性が

ある．

災害発生時の情報共有や避難経路の提示など，被災者の

避難行動支援を目的とした研究が数多く行われている．鈴

木らは [3]，アンケート調査から得られた被災者の行動特

性を基に津波発生時の被災者の避難経路選択モデルを構築

している．構築したモデルを用いたシミュレーション結果

から，周辺住民が一斉に１か所の避難所に最短経路で避難

する場合，周辺道路で大渋滞が発生することがわかってい

る．Oomesら [4]は，複数の災害対応組織が収集した災害

情報を用いて災害規模を可視化しつつ，各災害対応組織の

情報共有を支援するネットワークシステムを構築してい

る．Fitrianieら [5]は，リアルタイムに被災者間で情報共

有を行うことで災害情報を収集し，通行可能道路から最適

な避難経路を提供する経路支援システムを構築している．

上記の手法では，避難所の決定方法については対象として

おらず，また，避難所が溢れた際のたらい回しや災害発生

時の混雑状況など最終的な避難完了時間に影響を与える要

素についても考慮されていない．

観光地では，道路の渋滞予測や大規模なイベントなどへ

の利用のためにリアルタイムな混雑情報収集に対する需要

が高まっている．近年では，BLE[7]やWi-Fiスキャナ [8]，

レーザーレンジファインダ [9]などのデバイスを設置する

だけで周辺の混雑状況を計測する手法や，スマートフォン

を用いて歩行中の周囲の人流を計測する手法 [10]が提案さ

れている．また，Yahoo!地図の「混雑レーダー」や Agoop

が提供する「混雑マップ」といったサービスも提供され始

めており，今後各所での正確な混雑度を計測・提供するシ

ステムが普及することで，屋内外問わず災害発生時の通路

上の混雑状況を容易に取得できるようになると考えられる．

本研究では，災害発生時，観光地や大都市など多くの人々

か活動している混雑地域における避難誘導を対象に，道路

上の混雑状況を考慮して，避難者が複数の避難場所候補の

中からより短時間で避難場所に到達できる避難場所の決定

2ⓒ 2018 Information Processing Society of Japan

Vol.2018-MBL-86 No.20
Vol.2018-UBI-57 No.20

2018/2/26



情報処理学会研究報告
IPSJ SIG Technical Report

手法を提案する．先行研究 [15]にて，提案する避難所決定

手法について検討を行った．そこで得られた知見より，京

都祇園祭りを想定したマップを作成し，提案する避難所決

定手法の評価を行う．

3. 混雑を考慮した災害時避難計画問題

本研究の目的は，災害発生直後の被災地において，避難

行動によって発生する道路の混雑状況を考慮した避難場

所決定手法により，被災者全体の避難時間を最小化するこ

とである．本章では，まず，本研究で対象とする災害時の

想定環境について述べ，混雑度を考慮した災害時避難計画

問題についての前提条件を示した後，本問題の問題設定を

行う．

3.1 想定状況

本研究では，東日本大震災発生時のような，災害により

自宅への帰宅が困難な被災者が多く発生した状況を想定す

る．このような状況においては，被災者は安全を確保しつ

つ 1泊以上宿泊できる施設が必要となる．そのため，本研

究においては，各自治体が指定している「緊急指定避難場

所」と「指定避難所」[16]のうち，宿泊が可能な「指定避

難所」を被災者の避難所と定義する．

各指定避難所には，施設の規模に応じて被災者の収容可

能人数が定められている．そのため，全ての被災者が最寄

りの避難所に移動した場合には，避難所が被災者を収容し

きれなくなり，避難所に到着したにも関わらず他の避難所

に改めて移動する必要が生じる可能性がある．本研究で

は，全ての被災者が最寄りの避難所に移動しただけでは，

上記の問題により総移動時間が増加するような状況を想定

する．

災害時においては，被災者がある特定の道路に集中し，

混雑のため歩行速度が極端に低下することが考えられる．

その結果として，避難場所決定時に想定した避難時間より

も実際の避難時間が長くなることが考えられる．本研究で

は，上記のような被災者の避難状況に応じて，道路の混雑

状況が変化し，被災者の移動速度が動的に変化するような

状況を想定する．本研究では，津波などの 2次災害が発生

する状況や通信インフラが断絶するような状況は想定し

ない．

3.2 前提条件

関連研究で述べた通り，災害発生時の混雑状況を考慮し

た屋外における避難方法は検討されていない．従来手法で

は，災害発生時の混雑状況がわからない前提のため，混雑

度を考慮した最適な避難場所を決定できなかった．しか

し，近年では，スマートフォンの位置情報サービスの普及，

および，様々な IoTデバイス・センサの登場によってリア

ルタイムに混雑度を計測可能になりつつある [17], [18]．し

�����

	��

��
�

�

�
�

�

� �

���
�	���������
���������

�����
����

���������


����	�


図 1 前提とする避難誘導システムの概要

たがって，本研究では，災害発生時の混雑は計測できるも

のとして問題を設定する．

また，我々の先行研究 [15] では，図 1 のような避難所

決定システムを提案している．対象地域の被災者たちはス

マートフォンなどの通信端末を所持しており，災害発生直

後には各被災者の通信端末を介してそれぞれの位置情報を

収集できるものとする．対象地域の道には混雑度センサが

設置されており，適宜道の混雑情報が収集される．避難所

決定システムは，被災者の位置や周辺の混雑情報を元に避

難先を決定し，各被災者は通信端末にて避難経路を取得で

きる．本研究では，上記のような避難所決定システムが普

及していることを前提とする．

3.3 問題設定

本研究で対象とする問題は，避難所へ避難する全ての被

災者について，総避難時間を最小化するように各避難者の

避難所を決定する問題である．被災者の集合を I，避難所

の集合を J とし，被災者 i ∈ I の初期位置がわかる場合，

避難所 j ∈ J への最短経路が避難経路 rij として一意に決

定される．被災者 iの避難所 j までの避難移動距離を |rij |
として表す．また，被災者 iが避難所 j へと避難するかど

うかを xij で表す．被災者 iが避難所 j へと避難する場合，

xij の値は 1となり，避難しない場合は 0となる．

被災者 iは，避難所の集合 J の中から一つの避難先を決

定しなければならない．この制約を式 (1)と表し，全ての

被災者 i ∈ I が式 (1)に定義する制約を受ける．

∑
j∈J

xij = 1, xij ∈
{
0, 1

}
, ∀i ∈ I (1)

避難所 jが避難先になっている被災者の集合を Ij(Ij ⊆ I)

と表す．避難所 j には，被災者の収容可能人数が定められ

ており，これを定数 Cj と表記する．各避難所は収容可能

人数を超えて被災者を受け入れられないものとする．その
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ため，避難所 jへ避難する被災者 Ij の人数 |Ij |は，収容可
能人数 Cj 以下でなければならない．この制約を式 (2)で

表す．

|Ij | ≤ Cj , Ij ⊆ I (2)

内閣府の調査 [19]によると，半径 1m以内に存在する人

数が 1.5人未満の場合，人は一定の歩行速度で移動するこ

とができるが，1.5人以上になると周辺の人の影響で歩行

速度が低下し，さらに，6人以上になると著しく歩行速度

が低下することがわかっている．本問題では，上記の調

査 [19]で求められた人の移動速度のモデルを基に，任意の

時間 tにおける被災者 iの歩行速度 v(u)を式 (3)のように

定義する．

v(u)
def
=



v0 (nt
ij < 1.5)

v0 − (0.2× nt
ij − 0.3) (1.5 ≤ nt

ij < 6)

v0−0.9
nt
ij

(6 ≤ nt
ij)

0
(
dtij = |rij |

)
(3)

ここで，uは被災者の避難経路 rij 上の移動距離，tは被災

者が避難を開始してから距離 uに移動するまでに掛かっ

た時間，nt
ij は tにおける被災者 iの半径 1m以内に存在

する被災者の人数，v0 は被災者の標準歩行速度 [m/s]を

それぞれ表す．調査 [19] において，標準歩行速度として

4,000[m/h](≈ 1.1 [m/s])という一意な値が用いられてい

るが，現実的には年齢や身長などによって標準歩行速度は

異なるため，一意な値とはせず各被災者に異なる値が与え

られるものとする．

避難者 iの初期位置から避難所 j までの移動時間を tij

とする．tij を次のように定義する．

tij
def
=

∫ |rij |

0

v(u)du (4)

上記の制約を満たしながら，被災者 iの避難時間 tij の

合計値を最小化することが本問題の目的である．よって，

本問題の目的関数を以下の式 (5)で定義する．

Minimize
∑
i∈I

∑
j∈J

tijxij (5)

subject to (1) (2)

次章では，上記の問題を解決する手法を提案する．

4. 混雑状況を考慮した避難所決定手法

本章では，災害発生時における混雑度状況を考慮した避

難所決定手法を提案する．避難所決定手法として，(1)避

難所の収容数と被災者ごとの避難時間を考慮した避難所決

定方法と，(2)道路混雑度を考慮した避難所決定方法の 2

つを提案する．

4.1 避難所の収容数と被災者ごとの避難時間を考慮した

避難所決定方法

3章で述べた通り，混雑状況に偏りがある場合は，単に最

寄りの避難所に避難することは最適な避難所選択にはなら

ない．この問題を解決するため，我々は問題１を複数ナッ

プサック問題 (multiple knapsack problem: MKP)として

考える．

各避難所をナップサックと捉える．各避難所には収容人

数が存在する．この収容人数を各ナップサックに避難可能

な避難者数とする．そのため，1つの避難所に避難できる

被災者の最大人数は収容人数となる．加えて，各避難所に

避難する各被災者 iの避難時間は tij 秒と推定される．こ

の時，式（5）を最小化するように複数ナップサック問題を

解くことにより，被災者全体の平均避難時間を最小化する

避難所を決定する（提案手法 1）．これにより，災害発生時

の混雑状況の偏りを考慮した避難所を決定する．

4.2 道路混雑度を考慮した避難所決定方法

提案手法１において，各被災者の避難時間 tij 分は避難

所までの距離のみから推定されるため，避難開始後の被災

者の移動に伴う動的な混雑状況が考慮されていない．被災

者の移動に伴う動的な混雑状況の変化は，各被災者が避難

する避難所によって変化するため，事前に把握すること

は困難である．そこで，我々は被災者の避難行動をシミュ

レートすることによって動的に変化する混雑状況を仮想的

に再現し，その結果に基づいて避難所の再決定を行う方法

を提案する．

まず，提案手法 1に基づいて決定された避難所までの避

難時間をシミュレートする．このとき，避難経路の混雑度

を考慮した歩行速度に基づいて，避難時間を算出する．そ

の結果，混雑状況によって避難時間が遅延することが考え

られる．この遅延時間を考慮した避難時間に基づいて再度

複数ナップサック問題を解き，再度シミュレーションを実

施する．このプロセスをすべての被災者の避難所が変化し

なくなるまで繰り返すことにより，被災者全体の平均避難

時間を最小化する避難所を決定する（提案手法 2）．これ

により，動的に変化する混雑状況を考慮した避難所を決定

する．

5. 混雑を考慮した避難所決定手法の評価

本章では，提案手法の効果を評価するため，シミュレー

ションを用いた比較実験を行う．実験環境を説明したの

ち，比較手法と評価指標について述べる．

5.1 実験環境

提案する避難所決定手法を評価するため，マルチエー

ジェントシミュレータ Scenargie[20]を使用した．本シミュ

レーションを実行した PCは，CPU：Intel Core i7-2700K
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図 2 Scenargie のシミュレーションマップ

3.50 GHz，メモリ：8GB，OS：CentOSである．表 1に，

シミュレーションのパラメータを示す．

図 2に，本実験にて使用するシミュレーションマップを

示す．本マップは，混雑する観光地の一例として，京都の

祇園・四条周辺を想定して作成している．混雑状況は，一

日に 9万人が集まる京都の祇園祭を参考に想定している．

道路幅は，実際の道路幅を参考に，5–45[m]に設定してい

る．図 2に示すマップは，京都の祇園祭で使用される広さ

の三分の二に該当するため，マップ上には，合計 6万人（9

万の 2/3 ＝ 6 万人）の被災者が存在すると想定する．ま

た，京都市の調査によると観光客の同行者数は二人が最も

割合が高いため [21]，本シミュレーションにおいては，二

人がペアで避難すると仮定する．したがって，図 2のマッ

プ上には，合計 3万の被災者ペア (合計人数 6万人)を配置

する．

避難所は，京都市が公開している避難所の場所や収容可

能人数に基づいて，24箇所を設定している [22]．公開され

ている避難所の収容可能人数は，数日間の生活を前提とし

ているためそれほど多くない．しかし，本稿で対象とする

安全確保のために一時的に被災者を収容するだけならば，

収容可能人数を超えて避難可能である．実際，東日本大震

災において，東京などで帰宅困難者が多数発生した際，200

人の収容可能人数の避難所に 1000人から 2000人の被災

者が一時的に避難していた例が多数報告されている．した

がって，公開されている避難所の収容可能人数の 10倍を避

難可能人数の上限として設定する．結果として，約 7万人

が避難可能であるため，図 2上の被災者は全て避難所に避

難でき，マップ範囲外に避難することはないものとする．

被災者の初期配置は，祇園祭の巡行や屋台の場所などを

参考に，図 2のマップの上部と中央部分のエリアに 20000

表 1 シミュレーターのパラメータ設定表
避難所数 24 箇所

被災者数 30000 ペア

標準歩行速度 3.0–5.0 [km/h]

マップサイズ 3.5km × 4.0km

道路幅 5–45[m]

人ずつ集中して配置した．また，残りの 20000人はマップ

の全体に一様に分布して配置した．

なお，各被災者の歩行速度は，シミュレーターの仕様に

より，式 (3)にて定義した歩行速度ではなく，各被災者が

歩行している道路の混雑度（同一道路上に存在する他の被

災者の数の多寡）によって変化する．

5.2 比較手法およびシナリオ

提案手法の有効性を評価するために，（１）最短経路探索

および（２）ランダム選択による避難場所決定を含め，以

下の 4つの手法を比較する．

( 1 ) 最短経路探索による避難所決定

( 2 ) ランダム選択による避難所決定

( 3 ) 避難所の収容数と被災者ごとの避難時間を考慮した避

難所決定方法（提案手法 1）

( 4 ) 道路混雑度を考慮した避難所決定方法（提案手法 2）

　

提案手法 2 については，被災者の一部が指示に従わな

かった場合も比較対象とする．具体的には，提案手法 2

にて，指示に従わない被災者の割合を，20%, 40%, 60%,

80%と変化させたシナリオを比較対象とする．各手法・シ

ナリオの詳細について述べる．

5.2.1 最短経路探索による避難所決定

最短経路探索による避難所決定では，それぞれの被災者

は，まず最寄りの避難所を避難先場所として決定し，避難

先へと最短経路で移動する．被災者が辿り着いた避難所が

すでに収容可能人数を超えていた場合，たどり着いた避難

所を除いて最短経路探索をやり直し，再度別の避難所へと

移動する．被災者が避難所に辿り着き，避難所の状態が収

納可能であった場合，避難所に収容され，避難完了とする．

すべての被災者が避難完了となった時点で終了とする．

5.2.2 ランダム選択による避難所決定

ランダム選択による避難所決定では，それぞれの被災者

は避難対象場所の中からランダム避難先場所を決定し，決

定した避難先へと最短経路で移動する．被災者が辿り着い

た避難所がすでに収容可能人数を超えていた場合，たどり

着いた避難所を除いてランダム選択をやり直し，再度別の

避難所へと移動する．被災者が避難所に辿り着き収納可能

だった場合には，避難所に収容され避難完了とする．すべ

ての被災者が避難完了となった時点で終了とする．
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表 2 比較手法・シナリオごとの実験結果表
手法 平均避難時間 [秒] 避難時間の標準偏差

最短経路 1152.0 1628.8

ランダム 1560.3 1255.8

提案手法 1 643.2 589.2

提案手法 2 587.4 532.8

提案手法 2（20%） 621.8 617.2

提案手法 2（40%） 688.1 780.1

提案手法 2（60%） 778.1 948.4

提案手法 2（80%） 898.6 1196.2

5.2.3 避難所の収容数と被災者ごとの避難時間を考慮し

た避難所決定方法

災害発生時の混雑状況を考慮した避難所決定では，災害

発生直後 (シミュレーション開始時)の混雑状況（被災者の

配置）を考慮し，避難所を決定する．避難所の決定方法は，

4.1節で説明した通りであり，被災者は決定された避難先

へ最短経路で移動する．

5.2.4 道路混雑度を考慮した避難所決定方法

動的に変化する混雑度状況を考慮した避難所決定では，

各被災者の避難行動によって変化するであろう混雑度状況

を考慮し避難所を決定する．避難所の決定方法は 4.2節で

説明した通りであり，被災者は決定された避難先へ最短経

路で移動する．

被災者の一部が指示に従わなかった場合，それらの被災

者は最短の避難所に避難するものとする．また，指示に従

わなかった被災者が原因で，指定された避難所に入れな

かった被災者は，最短の避難所を避難先として決定し直し，

避難行動を行う．

5.3 評価指標

提案手法を含めた 4つの手法を評価するため，評価指標

を設定する．評価指標としては，平均避難完了時間 Tescを

採用する．平均避難完了時間 Tescは，災害発生後から被災

者全員が避難完了した時の各被災者の避難時間 tij の平均

である．災害時における平均避難完了時間の遅延は，2次

被害の拡大など被害の拡大につながることが考えられる．

そのため，平均避難完了時間はできるだけ短いことが望ま

しい．また，各被災者が負担する避難コストは，できるだ

け差がないほうが好ましい．このことを確認するため，各

被災者の避難時間 tij の標準偏差を確認する．加えて，避

難時間に影響を及ぼす要因として，各時間における混雑度

を確認する．混雑度は，各被災者の各時間帯における混雑

総量 Ctotal で表す．

5.4 実験結果

表 2に，各手法・シナリオにおけるシミュレーション結

果を示す．最短経路探索による避難所決定手法に基づく平

均避難時間は 1152.0秒，ランダム選択による避難所決定手

法に基づく平均避難時間は 1560.3秒，災害発生時の混雑

状況を考慮した避難所決定手法（提案手法 1）に基づく平

均避難時間は 643.2秒，動的に変化する混雑状況を考慮し

た避難所決定手法（提案手法 2）に基づく平均避難時間は

587.4秒である．この結果から，動的に変化する混雑状況

を考慮した提案手法 2が，最も平均避難時間を短くなるこ

とが確認できる．

また，標準偏差についても，最短経路探索による避難

所決定手法が 1628.8秒であるのに対して，提案手法 2は，

532.8秒と最小になっていることが確認できる．このこと

から，各被災者の避難時間のばらつきにおいても，提案手

法 2が最も良いことが確認できる．

次に，提案手法 2に対して，避難指示に従わない人の割

合を 20%から 80%に変化させた場合のシナリオについての

結果を述べる．表 2に示す通り，避難指示に従わない人の

割合が増加するごとに，平均避難時間および標準偏差が大

きくなることが確認できる．しかしながら，避難指示に従

わない人の割合が 80%であっても，最短経路探索による避

難所決定手法やランダム選択による避難所決定手法による

平均避難時間よりも短く 898.6秒である．これは，20%の

被災者がこの提案手法 2に基づいて避難するだけでも，平

均避難時間短縮の効果があることを示している．これらの

ことから，我々が提案した動的に変化する混雑状況を考慮

した避難所決定手法（提案手法 2）は，混雑地域で発生し

た大規模災害の避難所誘導に有効であると考える．

図 3は，各手法・シナリオごとの避難完了率の累積分布

を示している．また，図 4は，各手法・シナリオごとの混

雑総量の時間変化を示している．避難完了率の累積分布に

ついては，基本的に避難開始直後に急速に増加し，時間の

経過とともに，増加率が緩やかになっていることが確認で

きる．また，混雑総量の時間変化については，避難開始直

後に急速に増加し，その後時間の経過とともに減少するこ

とが確認できる．

ここで，最短経路探索による避難所決定手法に着目する

と，避難完了率および混雑の時間変化が階段状に変化する

ことが確認できる．これは，到着した避難所の収容人数が

最大人数に到達していたために，再度別の避難所への移動

が発生しているためと考えられる．一方，提案手法 2では，

別の避難所への再移動が発生しないため，滑らかなグラフ

となっている．

被災者全員の避難完了までの最大避難完了時間も，最短

経路探索による避難所決定手法が 8976秒，ランダム選択

による避難所検定手法が 13984秒であるのに対し，提案手

法 2では 2752秒と大幅に短縮されており，全ての被災者

にとって有用な手法であることが確認できる．

6. まとめ

本稿では，観光地等の人が集中するエリアにおいて災害
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図 3 各手法ごとの避難完了率の時間変化

図 4 各手法ごとの混雑総量の時間変化

が発生した際に，全ての被災者の避難完了時間の総和を最

小化することを目指した避難所決定手法を提案した．提案

手法では，全ての被災者が最寄りの避難所に避難すると収

容数を超えてしまい他の避難所への移動を余儀なくされる

という問題に対処するため，複数ナップサック問題により

避難所を決定するというアプローチを取った．また，避難

経路上で発生する道路の混雑による避難完了時間の大幅な

遅延を避けるため，経路上での混雑度をシミュレーション

で再現し，各被災者の避難完了時間を予測することで，避

難時間の総和が短縮されるよう避難所を再決定する．提案

手法の有効性を確認するために，京都の祇園祭を想定した

マップにてシミュレーションを行い，一般的な避難所決定

手法であるランダム選択，最短経路選択を適応した場合と，

本提案手法を適応した場合とを比較し，提案手法の評価を

行った．提案手法を用いた結果は，最短経路選択やランダ

ム選択の結果と比べると避難時間の最大値や平均避難時間

を減少できることがわかった．
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